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病院の基本理念 

 

急性期医療から高度な専門医療まで、総合力を生かして

良質な医療を提供するとともに、医療人の育成と府域の

医療水準の向上に貢献する。 

 

 

病院の基本方針 

 

 

 

 

⚫ 人の心を大切に、信頼される医療を行います。 

⚫ 安全・安心で、質の高い全人的医療を行います。 

⚫ 地域医療・先進医療・政策医療に取組みます。 

⚫ 自己研鑽に励み、かつ人材の育成を行います。 

⚫ 誇りの持てる病院づくりをめざします。 
 



 

 

内科専門医研修の理念 

 内科の専門医研修は、初期臨床研修の 2 年間で、プライマリ・ケアと全人
的医療の診療能力を修得した後に、さらに3年間で医の倫理を理解し、内科
全般に患者中心の医療安全を重視した医療を実践し、国民の信頼を得るこ
とができるものでなければならない。 
 そのために指導医の適切な指導の下で、標準的かつ全人的な内科的医療
の実践に必要な知識と技能のみならず、患者に人間性をもって接する態度、
医師としてのプロフェッショナリズムとリサ－チマインドの素養をも修得するもので
ある。 
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1. 内科専門医の医師像 
 患者から学ぶという姿勢を基本として、EBM (evidence based medicine)を基盤に最新の知識・

技能を磨き、チ－ム医療を推進して患者中心の医療を実践します。また、日頃の診療で得た疑問や発

想を科学的に追求するため、症例報告・臨床研究さらにはそれらを論文化することで、科学的思考や病

態に対する深い洞察力を磨きます。 

 

2. プログラムの特徴 
 本プログラムは，大阪府下ならびに兵庫県と奈良県にある 26 施設 (参照: 2-2 連携病院)の連携

施設と協力して内科専門研修を行うことで、大阪・兵庫・奈良医療圏の医療事情を理解し、地域の実

情に合わせた実践的な医療も行えるように訓練されることが特徴です。なお、連携病院へのロ－テ－ショ

ンを行うことで、地域においては人的資源の集中を避け、派遣先の医療レベル維持に貢献します。 

また、内科専門研修期間中に subspecialty 領域を研修することも可能とし (連動研修)、その期

間を subspecialty 領域の専門研修として取り扱うことを認めています (内科専門研修3 年間のうち最

大 2 年間)。よって、内科専門医としての基本的臨床能力獲得後、さらに高度な総合内科の

generality を獲得する場合を想定した内科基本コ－スと、できるだけ早期に subspecialty 専門医へ

の道を歩む場合を想定したサブスぺ重点コ－スの二つのコ－ス別に研修を行って内科専門医の育成を

行います。 

 

2-1 研修コ－ス 

<サブスペ重点コ－ス> 

希望のサブスペ科を重点に研修しつつ、内科専門医取得に必要な症例を経験できるよう (連動研

修)、あくまで専攻医の希望に沿った柔軟な 3 年間の研修コ－スです (図 1)。 

 

【1 年目】 

基幹施設のサブスペ希望科を中心に基本的トレ－ニングを受けます。その他の期間は他の内科系診

療科で研修を行います。内科系診療科で研修中も、専攻医の希望があれば、サブスペ希望科の業務を

担当できます (例えば外来や心エコ－、心臓カテ－テル検査など)。 

【2 年目】 

1 年間連携施設で研修を行いますが、連携施設においてもサブスペ希望科を優先的にロ－テ－ション

します。グル－プ内の複数施設での研修も可能です (1 施設 3 カ月以上)。 

【3 年目】 

再び基幹施設のサブスペ希望科に戻って、サブスペ研修を行う一方、修了要件を満たすべく不足科の

研修も同時に行います。 

  

連動研修2 年型であれば、医師6 年目には内科専門医試験に合格し、7 年目にサブスペ専門医資

格が取得できる可能性があります。連動研修 1 年型の場合は、内科専門研修後 2 年間のサブスペ専

門研修が必要です (図 2)。 
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図 1.サブスペ重点コ－ス (心臓内科)の例 (連動研修 2 年型) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. サブスペ連動研修後からサブスぺ専門医試験までの流れ 

 

※JMECC (Japanese Medical Emergency Care Course): JMECC とは「内科救急」と日本

救急医学会策定の「ICLS：Immediate Cardiac Life Support/ 2 次救命処置研修コ－ス」を組

み合わせた講習会です。専攻医研修では必修項目の一つです。大阪急性期・総合医療センタ－におい

ては JMECC 開催要件であるディレクタ－が在籍しており、毎年講習会を開ける体制にあります。 
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<基本コ－ス (標準タイプ)> 

内科系診療科を中心に、内科専門医取得のための必要症例数を経験しつつ、幅広く奥深い内科系

研修を 3 年間で行います。連携施設や診療科の選択あるいはロ－テ－ション期間も自由に選択できま

す (図3)。基本コ－ス終了後、3年間のサブスペ研修を経て、9年目にサブスペ専門医試験を受けるこ

とができます (図 4)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3. 基本コ－スの例 (ロ－テ－ション期間は専攻医の希望により自由に選択可能) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4. 基本コ－ス研修後からサブスペ専門医試験までの流れ 

 

 本研修プログラムでは、症例をある時点で経験するということだけではなく、主担当医として入院から退

院 (初診・入院～退院・通院)まで可能な範囲で経時的に、診断・治療の流れを通じて、一人一人の

患者の全身状態、社会的背景、療養環境調整をも包括する全人的医療を実践します。そして，個々

の患者に最適な医療を提供する計画を立て実行する能力の修得をもって目標への到達とします。インフ

ォ－ムド・コンセントを取得する際には上級医に同伴し、接遇態度、患者への説明、予備知識の重要性
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などについて学習します。医療チ－ムの重要な一員としての責務 (患者の診療，カルテ記載，病状説

明など)を果たし、リ－ダ－シップをとれる能力を獲得できるようにします． 

医療安全と院内感染症対策を充分に理解するため、医療安全講習会、感染対策講習会及び倫

理講習会に年に 2 回以上出席します。出席回数は常時登録され、年度末近くになると受講履歴が個

人にフィ－ドバックされ受講を促されます。 

専攻医2 年修了時点で、「日本内科学会専攻医登録評価システム (以下 J-OSLER)」に定められ

た 70 疾患群のうち、少なくとも通算で 45 疾患群/ 120 症例以上を経験し、J-OSLER に登録できま

す。また指導医による形成的な指導を通じて、内科専門医ボ－ドによる評価に合格できる 29 症例の病

歴要約を作成できます。そして可能な限り定められた 70 疾患群/ 200 症例以上の経験を目標としま

す。 

 

2-2 連携病院 

連携病院が地域においてどのような役割を果たしているかを経験するために、原則として1年間立場や

地域における役割の異なる医療機関 (連携病院)で研修を行うことによって、内科専門医に求められる

役割を実践します (表 1)。また、従来の 18 施設に加えて、新たに他府県 3 施設、大阪府下 4 施設、

兵庫県下 1 施設、計 26 施設において地域の特殊性を学ぶことができるようになっている。 

表 1. 連携病院 

大阪府 他府県 

大阪大学医学部付属病院 関西労災病院 

大阪国際がんセンタ－ 近畿中央病院 

大阪はびきの医療センタ－ 兵庫県立西宮病院 

大阪府結核予防会大阪病院 川崎病院 

市立東大阪医療センタ－ 市立伊丹病院 

八尾市立病院 奈良県立医科大学* 

大手前病院 北斗病院* 

星ヶ丘医療センタ－ 西宮市立中央病院** 

JCHO 大阪病院 奈良県総合医療センター*** 

市立豊中病院  

第二大阪警察病院  

大阪南医療センタ－  

りんくう総合医療センタ－  

大阪警察病院**  

近畿中央呼吸器センター**  

大阪刀根山医療センター**  

国立病院機構大阪医療センター***  

                （*）2022 年度連携開始 （**）2023 年度連携開始 （***）2024 年度連携開始 
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表 2 には当センタ－における内科系各診療科の 2023 年の入院患者数を示しています。 

当センタ－と初期研修 2 年間で経験した症例を加えることで、専攻医 2 年目終了時点で 45 疾患群

120 症例以上を経験し、29 症例の病歴要約が作成可能です。 

表 2. 当センタ－の内科系診療科の入院患者数 (2023 年) 

総合

内科 
消化器 循環器 

内

分

泌 

代

謝 
腎臓 呼吸器 血液 神経 アレルギー 

膠

原

病 

感染症 救急 

73 2043 2553 214 539 981 125 624 324 - 1280 

 

表3は当センタ－における指導医数、JMECCインストラクタ－/ディレクタ－数を示しており、十分な指導

体制のもと専門研修を受けることができます。 

表 3. 当センタ－の指導医数 

病院名 
内科 

剖検症例数 

内科 

指導医数 

総合内科 

専門医数 

JMECC 

インストラクター 

JMECC 

ディレクター 

大阪急性期・総合医療センター 6 36 33 3 1 

 

3. 専門研修後の成果 
1) 内科系救急医療の専門医: 内科系急性・救急疾患に対してトリア－ジを含めた適切な対応が可

能となり、地域での内科系救急医療を実践できます。 

2) 病院での総合内科 (generality)専門医: 内科系の全領域に広い知識と洞察力を備えた、総合

内科医療を実践できます。 

3) 総合内科的視点を持った subspecialist: 病院での内科系の subspecialtyを受け持つ中で、総

合内科 (generalist)の視点から内科系 subspecialist としての医療を実践できます。 

4) 地域医療における内科領域の診療医 (かかりつけ医): 地域において常に患者と接し、内科慢性

疾患に対して生活指導まで視野に入れた良質な健康管理・予防医学と日常診療を実践できます。 

 

4．内科専門医研修指導システム 
当センタ－は 35 診療科の連係プレ－による内科系全ての診療領域をカバ－する全人的医療の実

践が可能で、令和 6 年 3 月の時点で 36 名の内科指導医数を数え、十分で適切な指導体制を構築

しています。指導医はメンタ－としても専攻医を直接指導する一方、「屋根瓦方式」で上級医が専攻医

を直接指導するのを監督します (図 5)。 

また、2024 年度に新たに 2 施設が加わり、専攻医は 3 年間複数施設をロ－テ－トして、幅が広く

柔軟性に富んだ内科専門研修を行うことができます。 
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図 5. 専攻医に対する教育・指導ならびにフィ－ドバック体制 

 指導医およびロ－テ－ション先の上級医は、専攻医の日々のカルテ記載と専攻医が J-OSLER に登

録した当該科の症例登録を経時的に評価し、症例要約の作成についても指導します。また、技術・技

能についての評価も行います。目標の達成度や各指導医・メディカルスタッフの評価に基づき、研修責任

者は年に 1 回以上専攻医の研修の進行状況の把握と評価を行い、適切な助言を行います (形成的

評価)。 

研修・教育室は指導医のサポ－トと評価プロセスの進捗状況についても追跡し、必要に応じて指導

医へ連絡を取り、評価の遅延がないようにリマインドを適宜行います． 

専攻医研修 3 年目の 3 月に J-OSLER を通して経験症例・技術・技能の目標達成度について最終

的な評価を行います (総括的評価)。29 例の病歴要約の合格、JMECC、医療安全講習会、院内感

染対策講習会の受講や研究発表なども判定要因になります。 

最終的には指導医による医師としての適正を含む総合的評価に基づいてプログラム管理委員会によ

ってプログラムの修了判定が行われます． 

プログラムの修了後に実施される内科専門医試験 (毎年夏～秋頃実施)に合格して、内科専門医

の資格を取得します． 

 

5. 内科専門研修の方法 
内科研修カリキュラムは総合内科・消化器・循環器・内分泌・代謝・腎臓・呼吸器・血液・神経・アレ

ルギ－・膠原病および類縁疾患・感染症・救急の 13 領域から構成されています．大阪急性期・総合

医療センタ－には9 つの内科系診療科があり、そのうち4 つの診療科 (総合内科、糖尿病内分泌内科、

免疫リウマチ科、血液・腫瘍内科)が複数領域を担当しています。また、救急疾患は各診療科や救急

診療科が対応しており、大阪大学においては内科領域全般の疾患が網羅できる体制が敷かれています。
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これらの診療科での研修を通じて、専門知識の習得を行ないます。さらに連携施設を加えた専門研修

施設群を構築することで、より総合的な研修や地域における医療体験が可能となります。患者背景の多

様性に対応するため、地域での研修を通じて幅広い活動を推奨しています。 

 

1) 各年次の到達目標 

 専門研修の 3 年間は、それぞれ医師に求められる基本的診療能力・態度・資質と日本内科学会が

定める「内科専門研修カリキュラム」（別添）にもとづいて内科専門医に求められる知識・技能の修得

目標を設定し、基本科目修了の終わりに達成度を評価します。具体的な評価方法は後の項目で示し

ます。 

臨床現場での学習：日本内科学会では内科領域を 70 疾患群（経験すべき病態等を含む）に分

類し、代表的なものについては病歴要約や症例報告として記載することを定めています。J-OSLER への

登録と指導医の評価と承認とによって目標達成までの段階を up-to-date に明示することとします。各

年次の到達目標は以下の基準を目安とします。 

○ 専門研修 1 年 

症例: カリキュラムに定める 70 疾患群のうち、20 疾患群以上を経験し、順次 J-OSLER に登録しま

す (60 症例以上)。さらに病歴要約を 10 編以上記載し、J-OSLER に登録します。 

技能：疾患の診断と治療に必要な身体診察、検査所見解釈および治療方針決定を指導医とともに

行うことができる。 

態度: 専攻医自身の自己評価ならびに指導医とメディカルスタッフによる360度評価を複数回行って態

度の評価を行い、担当指導医がフィ－ドバックを行う。 

○ 専門研修 2 年 

症例: カリキュラムに定める 70 疾患群のうち、少なくとも通算で 45 疾患群以上を経験し、順次

J-OSLER に症例登録します (120 症例以上)。さらに病歴要約 29 編をすべて記載し、J-OSLER に

登録します。 

技能：疾患の診断と治療に必要な身体診察、検査所見解釈、および治療方針決定を指導医の監督

下で行うことができます。 

態度: 専攻医自身の自己評価ならびに指導医とメディカルスタッフによる360度評価を複数回行って態

度の評価を行います。専門研修 1 年次に行った評価についての省察と改善とが図られたか否かを指導

医がフィ－ドバックします。 

○ 専門研修 3 年 

症例: カリキュラムに定める全 70 疾患群 (剖検症例を含む)を経験し、計 200 症例 (外来症例は

20 症例まで含むことができる)以上を経験することを目標とします。修了認定には、主担当医として最

低 56 疾患群以上の経験と計 160 症例以上 (外来症例は 1 割まで含むことができる)を経験し、

登録しなければなりません。指導医は専攻医として適切な経験と知識の修得ができていると確認できた

場合に承認します。不十分と考えた場合にはフィ－ドバックと再指導とを行います。また、既に専門研修 

2 年次までに登録を終えた病歴要約は、日本内科学会病歴要約評価ボ－ド (仮称)による査読を受

け、受理されるまで改訂を重ねます。専門研修修了には、すべての病歴要約 29 編の受理が必要で

す。 

態度: 専攻医自身の自己評価、指導医とメディカルスタッフによる 360 度評価を複数回行って態度の
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評価を行います。専門研修 2 年次に行った評価についての省察と改善とが図られたか否かを指導医がフ

ィ－ドバックします。また、基本領域専門医としてふさわしい態度、プロフェッショナリズム、自己学習能力を

修得しているか否かを指導医が専攻医と面談し、さらなる改善を図ります。 

なお、初期研修中の症例は 80 症例まで登録が可能です。 

 

2) 学術活動の目標 

内科専攻医には単に症例を経験するにとどまらず、これを自ら深めていく姿勢、すなわちたゆみない自

己研鑽を生涯にわたって続けていく姿勢が求められます。このため、教育活動ならびに学術活動が必須と

なります。 

<教育活動> 

○ 初期臨床研修医・後輩専攻医・医学部学生の指導を行います。 

○ メディカルスタッフを尊重し、必要に応じて指導を行います。 

<学術活動> 

○ 内科系の学術集会や企画に年 2 回以上参加します (必須)。 

推奨される講演会として、日本内科学会本部または支部主催の生涯教育講演会・年次講演会・CPC

および内科系 subspecialty 学会の学術集会・講演会など 

○ 症例報告・臨床研究・内科学に通じる基礎研究を行い、筆頭演者または筆頭著者として学会ある

いは論文発表を 2 件以上行います (推奨)。 

 

3) 各内科系診療科の週間スケジュ－ル 

心臓内科 

心臓内科（重点コ－ス）：  

  月 火 水 木 金 土・日 

午前 

CCU 受け持ち患者診察；情報の把握（～8 時）   

CCU モ－ニングカンファレンス（8 時～8 時半）   

一般病棟患者診察（8 時半～）   

心エコ－ 

急患外来 

心カテ 心カテ 
心臓核医学 

（RI)検査 
  

病棟・ 

初期研修医の指導 

病棟・ 

初期研修医の指導 

病棟・ 

初期研修医の指導 

病棟・ 

初期研修医の指導 
  

午後 

急患外来 

心カテ 心エコ－ 総回診 心カテ 
地域連携 

セミナ－ 

（年 3-4 回） 

病棟・初期研修医

の指導・心臓CT検

査 

病棟 心カテ 
心肺運動負荷試験

（CPX) 

17 時～18 時：心カテ カンファレンス   

医局会 

抄読会 

症例検討会 

心臓血管センター 

カンファレンス 

(17 時～18 時） 

地域連携セミナ－

（年 2 回） 
心臓 CT 読影 RI 読影   
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研究発表会 

（18 時半～） 
Web カンファレンス

（随時） 

 CPC (随時）  
  

当直 (1/週) On Call (1-2/週) 

研修概要 サブスペ重点コ－スとして心臓内科を選択する専攻医について 

<専攻医 1 年目>目標は一般的な循環器疾患の診断ができ、個々の受け持ち患者における検査の選択や

治療方針の決定を各自でできるまでの能力を養うことである。 

・指導医の直接指導の下、入院患者 5～6 人程度の主治医となる。 

・基本的な検査 (心エコ－・心臓核医学検査・心臓 CT・心臓カテ－テル検査)を担当し、それらの読影・解

析をマスタ－する。 

(i) 心エコ－検査: 外来枠として週 2 単位を上級医とともに担当する (病棟エコ－としては随時あり) (施行

件数：専攻医１人当たり 600～800 例、科全体症例数経胸壁 10100 件、経食道 670 件) 

(ii) 心肺運動負荷試験 (CPX)・心臓核医学検査 (RI)；週 1 単位；特に心臓 CT と RI に関しては上級

医の指導の下に読影を担当する (施行件数；CPX：週 2 例、年間 100 例、RI：週 5 例、年間 250 件) 

(iii) 心臓カテ－テル検査 (電気生理検査を含む)；最初は外回り、助手からはじめるが (右心カテは最初か

ら可能)、助手経験 1 ヵ月後左心カテの術者を担当することができる (施行件数 300～400 件、科全体

2800 件)。 

・PCI・デヴァイス植え込み・アブレ－ションについては受け持ち患者を中心に助手（PCI は 50～100 例）とし

て経験できる。 

・急患外来：週２回担当する。 

・当直：サブスペ専攻医１年目は月 3 回担当、On Call：月 6 回程度担当する。 

・学会/研究会活動として症例報告中心に発表する。 

・一定期間心臓内科以外の内科をロ－テ－ションして、各種内科疾患の経験を積む。 

<専攻医 2 年目>目標は 1 年目で修得した臨床能力を応用し、各自で種々の循環器疾患に対して的確な

診断・治療法の選択ができ、侵襲的治療を上級医とともに行う。 

・半年間から一年間は連携病院に出向し、出向先の病院において循環器疾患を中心に各分野の内科疾患

の診療に携わって内科全般の研修を積む。 

専攻医 2 年目において当科で研修を続ける期間がある専攻医については、以下のとおりである。 

・非観血的検査としては duty として 1 年目と同様に週 2 単位の心エコ－・核医学検査を担当する (CT

読影も週 1 回 3 症例；年間 150 例担当)。また心臓カテ－テル検査は主に主治医となった患者のカテを

担当し、術者として週 5～10 人、助手として週単 5～10 人を担当し、本人の技量により PCI の術者とな

れる (年間 30～50 例ぐらい）。電気生理学的検査・アブレ－ション・Device 植え込みも引き続き助手と

して経験できる。 

・急患当番を週 2 回；当直は月 3 回、On Call は月 5 回担当する。 

・学会・研究会に積極的に参加し臨床研究課題を立案し、臨床研究成果を学会 (日本循環器学会総会・

AHA・ACC などの国際学会)で発表し論文投稿することも可能である。 

<専攻医 3 年目>循環器医として自立して日常診療にあたるとともに、研修医、下級レジデントの指導も行

う。一年間をとおして当科に所属し他科へのロ－テ－ション研修は行わない。 

・観血的治療の習熟度を高める；①緊急 PCI②Device 植え込み③アブレ－ションの術者としての修練ができ

る。 

（手技・特

色） 
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・進むべき方向 (sub-specialty)を概ね見極めながら、臨床研究課題を実行し、学会発表・論文化も可能

である 

・急患当番以外に、外来診療 (週 1 単位)を担当する：当直は月 3 回/On Call は月 5 回。 

 

心臓内科重点コ－ス以外のサブスペ重点コ－ス、または、基本コ－スを選択する専攻医について 

・専攻医自身の希望に応じて、2 ヶ月または 3 ヶ月など一定期間の選択研修を行うことが可能である。 

・指導医の直接指導の下、入院患者 3～6 人程度の主治医となる。 

・基本的な検査 (エコ－・心臓核医学検査・心臓 CT・心臓カテ－テル検査)を担当し、それらの読影・解析を

マスタ－する。 

(i)心エコ－検査: 外来枠として週 1-2 単位を上級医とともに担当することができる (病棟エコ－としては随時

あり)。 

(ii)心肺運動負荷試験 (CPX)・心臓核医学検査 (RI)；希望に応じて担当することができる。 

(iii)心臓 CT と RI に関しては上級医の指導の下に読影を担当することができる。 

(iv)心臓カテ－テル検査 (電気生理検査を含む)；最初は外回り、助手からはじめるが (右心カテは最初か

ら可能)、助手経験 1 ヵ月後から左心カテの術者を担当することができる。 

・PCI・デヴァイス植え込み・アブレ－ションについては受け持ち患者を中心に助手として経験できる。 

・心血管疾患の急患外来：希望に応じて上級医とともに経験できる。 

・CCU 当直：希望に応じて上級医とともに経験できる。 

 

免疫リウマチ科 
 月 火 水 木 金 

午前 病棟診療 専門外来 

免疫ﾘｳﾏﾁ科の 

救急当番 

病棟診療 

病棟診療 
病棟診療 

関節エコ－ 

午後 
病棟診療 

関節エコ－ 

専門外来 

関節エコ－ 

・免疫ﾘｳﾏﾁ科の 

救急当番 

病棟診療 

ミニレクチャー 

週間症例検討会 

回診 

病棟診療 

研究活動 

夕方 症例検討会 

症例検討会 

抄読会 

研究セミナ－ 

症例検討会 
整形外科との 

合同症例検討会 
症例検討会 

【到達目標】 

「膠原病および類縁疾患」と「アレルギ－」の領域の疾患群に関する「知識」、「技術・技能」、「症例」

の全ての区分において、内科専門医制度内科専門研修カリキュラム、専門研修プログラム整備基準、

研修手帳、技術・技能評価手帳に記載されているグレ－ドの到達レベルまで達成することを到達目標と

します。 

○ 専門研修1年：診断と治療に必要な身体診察、検査所見解釈、および治療方針決定を指導医

とともに行うことができる。 

○ 専門研修2年 (他院): 診断と治療に必要な身体診察、検査所見解釈、および治療方針決定を

指導医の監督下で行うことができる。 

○ 専門研修3年：診断と治療に必要な身体診察、検査所見解釈、および治療方針決定を自立して
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行うことができる。 

【サブスペ重点コ－スとして膠原病・リウマチ内科領域研修を選択する内科専攻医】 

膠原病・リウマチ内科領域専門研修と連動研修することができます。内科専門研修２年目以降に膠

原病・リウマチ内科領域専門研修を開始することができます。 

① 内科専攻医としての到達目標に加えて、膠原病・リウマチ内科専門研修プログラムに記載され

ている到達目標も所定の期間内に達成するように研修する。 

② 内科専門研修3年間の中の2年間を膠原病・リウマチ内科専門研修プログラムと連動させた場

合は、内科専門研修開始後3年を経過した時点で内科専門医、内科専門研修開始後4年

を経過した時点で膠原病・リウマチ内科領域専門医が取得が可能となります。一方、連動の

期間が1年の場合は、内科専門研修開始後5年を経過した時点で膠原病・リウマチ内科領

域専門医取得が可能となります。 

【日本専門医機構が認めるアレルギー領域専門研修について】 

専門医機構と日本アレルギ－学会の協議結果が示されてからとなります (2023年4月時点で未発

表)。なお、アレルギー領域専門研修は内科専門研修と連動はしないことになっています（内科専門研

修修了後にアレルギー領域専門研修を開始）。 

【特色】 

① 他の内科ロ－テ－ションの選択・組み合わせ・時期・期間に関しては、3年間で内科専門医を取

得できる条件を満たす限りにおいて、個々の内科専攻医の希望に沿ってプログラムを組むことがで

きます。 

② 関節リウマチを含む膠原病と気管支喘息を中心とする成人アレルギ－疾患に関して、豊富な患

者数・強力な指導体制・チ－ム医療のもとで研修できます。 

③ 2021年の免疫リウマチ科入院患者数275人の内訳：関節リウマチ94人、血管炎症候群52

人、SLE28人、多発筋炎/皮膚筋炎19人、気管支喘息14人、全身性強皮症14人、混合性

結合組織病11人、リウマチ性多発筋痛症8人、その他の膠原病・アレルギ－疾患35人。 

④ 2022年の免疫リウマチ科外来実患者数（カルテ記載から確定病名を抽出した実患者数）

3848人の内訳：関節リウマチ1567人、気管支喘息394人、SLE237人、血管炎症候群

153人、全身性強皮症110人、多発性筋炎・皮膚筋炎96人、リウマチ性多発筋痛症84人、

混合性結合組織病52人、成人発症Still病34人、ベーチェット病33人、その他の膠原病・アレ

ルギ－疾患1088人。 

 

腎臓・高血圧内科 

【特色】 

当科は昭和 48 年に腎臓病の専門診療科として全国に先駆けて「腎疾患専門専診療科」を標榜し診

療を開始。以来、腎疾患診療活動にとどまらず、大阪大学腎臓内科の主要関連病院 として学会活

動や研究活動 (臨床研究)さらには新薬の治験などを精力的に行っており、我が国の腎臓病学において

重要な役割を担っている。現在、当科は常勤医 5 人と非常勤医 4 人のスタッフと専門病床 26 床を有

しており、腎炎の診断と治療から慢性腎臓病の進行抑制・寛解導入、腎代替療法の選択・導入、腎

移植とその後の管理、透析合併症の治療、腎血管性高血圧を含めた二次性高血圧の鑑別診断・治

療まで、「腎疾患のト－タルケア」を実践している。。また、救急・集中治療領域や免疫疾患・神経疾患
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に対するあらゆる血液浄化療法にも対応しているため、腎疾患診療のすべてを経験できる。 

【週間予定】 

3～4 診/日の腎臓専門外来に加え、腎センタ－にて腹膜透析外来、腹膜透析準備外来、腎代替療

法選択外来などを実施している。 

  月 火 水 木 金 

AM 
内シャント 

手術 
 

  

 内シャント手術 

  

内シャント 

手術 

  

腹膜透析外来 10:00～11:00 

PM 
 

腹膜透析外来 14:00～16:00 
 

内シャント 

手術 
16:00～ 

外来初診患者 

カンファレンス 
 

 

第 2・4 水曜日 

15:00～17:00 

腎代替療法 

選択外来 

 

15:00～

17:00 

腹膜透析 

準備外来 

16:00～ 

抄読会 

16:00～ 

新入院 

カンファレンス 

  
15:00～

17:00 

腹膜透析 

準備外来 
  

       年間約 100 件前後の腎生検に対応するため、月～金曜の連日実施 

透析室ベッド数は14 床であり、年間の新規血液透析導入患者約110名ならびに周術期や検査目的

で入院の維持透析患者約400名/年の臨時透析に対応するため、月・水・金は2ク－ル体制で実施。 

【専攻医到達目標】 

1 年次: 指導医のもと、臨床徴候から腎疾患の鑑別診断、必要な検査、腎生検の適応の判断、治療

方針の決定が行える。指導医のもと、腎臓超音波検査を実施・診断できる。指導医とともに腎生検を

安全に実施できる (年間 20～30 例)。各種血液浄化療法の適応や実際の方法さらには合併症等を

理解できる。指導医とともに緊急透析用カテ－テルを安全に挿入し、ブラッドアクセスやペリトネアルアクセ

ス作成の助手ができる (年間 20 例程度)。二次性高血圧の鑑別診断ができる。 

2 年次: 1 年次に習得した知識と技術を駆使し、臨床症候からある程度自分自身で腎疾患の鑑別診

断のための必要な検査、腎生検の適応の判断、治療方針の決定ができるが、最終的に指導医の確認

を必要とする。自身で腎臓超音波検査を実施・診断できる。指導医の見守り、時には補助のもと腎生

検が実施できる。腎機能が低下した患者の透析導入を阻止・遅延させるための患者教育と指導ができ

る。各種血液浄化療法の適応を決定し、臨床工学技士や看護師に指示を出し、安全に施行できる。

ブラッドアクセスやペリトネアルアクセス作成の助手ができる。 

3 年次: 2 年間で習得した知識と技術さらには経験を踏まえ、自身で腎疾患患者に対して、必要な検

査を実施し、確定診断と治療方針の決定を行うことができる。慢性腎臓病患者に対して適切な指導と

管理を行い、各種血液浄化療法の適応を判断し、安全に実施できる。指導医とともにブラッドアクセスや
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ペリトネアルアクセス作成の助手ができる。 

 

脳神経内科 

  月 火 水 木 金 

午前 

SCU 申し送り (8:00-8:15) 

神経電気生理検査   
ボツリヌス外来

(9:30-12:00) 
 

午後 

神経電気生理検査 脳血管造影/IVR   神経電気生理検査 脳血管造影/IVR  頸動脈エコ－ 

SCU                        
合同カンファレンス
(17:00-17:30) 

抄読会 
(17:30-18:30)  

 
脳神経内科                   
カンファレンス 

(16:30-18:30) 
  

その他  

SCU・脳神経内科の日中急患当番 (週 1 回 全日、上級医に随時相談可能) 

SCU 副当直 (月 2 回程度)：脳神経外科とロ－テ－ションを組んでいます。On-call 体制は充実。 

rt-PA 静注療法、緊急血栓回収療法、経頭蓋ドプラ検査、経食道心エコ－図 (随時) 

筋生検・神経生検・Brain Cutting・CPC(随時) 

○ 年間入院患者数は阪大関連病院内で最多 (700-800 例)です。入院患者数 35-45 例/日。 

○ 受け持ち患者は専攻医 1 人あたり 5-10 人前後です。 

○ 専攻医 1～2 年目は指導医と専攻医 3 年目は初期研修医とチ－ムを組んで診療にあたります。 

○ 極めて多岐にわたる症例を経験することができます。 

  ・大阪府の難病診療連携拠点病院であり、神経難病の診断から終末期までの全ての病期をカバ－できる数少 

ない病院の１つです。 

・SCU ホットライン、SCU12 床を備え、脳卒中学会認定の PSC ｺｱ施設として地域の脳卒中超急性期治療を 

支えています。 

・血管内治療やパ－キンソン病に対する脳深部電気刺激術は脳神経外科と連携して行っています。 

・脳炎、てんかん、ギランバレ－症候群などの神経救急疾患も多いです。 

○ 各種学会への参加・発表や血管内治療・筋電図/脳波技術講習会への参加を積極的にサポ－トしています。 

 

 

呼吸器内科 
 月 火 水 木 金 土・日 

午前 病棟 病棟 外来 病棟 病棟  

午後 病棟 気管支鏡検査 回診 
病棟 

（外来化学療法） 
気管支鏡検査  

  
Cancer Board 

* 
抄読会 

非癌 

カンファレンス 

  

＊肺癌を含む胸部悪性腫瘍に関しては、集学的治療の見地より、呼吸器内科・呼吸器外科・放射線

治療科・画像診断科・病理科が集まる Cancer Board において治療方針を検討している。 
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①当センタ－は総合医療センタ－であり、その利点を生かして、腎不全や精神疾患などの合併症のある

呼吸器疾患患者の治療に関して、十分な協力体制ができている。 

②自然気胸や胸膜炎症例に対しては、胸腔穿刺や胸腔ドレナ－ジを行うと共に、難治性の場合呼吸

器外科との協力体制が確立している。 

③気管支鏡検査は超音波内視鏡も含め年間 300 症例以上施行している。気管支鏡検査時に迅速

細胞診を導入している。 

 

消化器内科 

  月 火 水 木 金 

午

前 

外来診察 外来診察 外来診察 外来診察 外来診察 

上部消化管内視鏡検査 上部消化管内視鏡検査 上部消化管内視鏡検査 上部消化管内視鏡検査 上部消化管内視鏡検査 

超音波内視鏡波検査 超音波内視鏡波検査 超音波内視鏡波検査 超音波内視鏡波検査 超音波内視鏡波検査 

 腹部超音波検査 腹部超音波検査 腹部超音波検査 腹部超音波検査 

 腹部造影超音波検査 腹部造影超音波検査 腹部造影超音波検査 腹部造影超音波検査 

 フィブロスキャン フィブロスキャン フィブロスキャン フィブロスキャン 

午

後 

外来診察 外来診察 外来診察 外来診察 外来診察 

下部消化管内視鏡検査 下部消化管内視鏡検査 下部消化管内視鏡検査 下部消化管内視鏡検査 下部消化管内視鏡検査 

内視鏡的 

粘膜下層剥離術 

内視鏡的 

粘膜下層剥離術 

内視鏡的 

粘膜下層剥離術 

内視鏡的 

粘膜下層剥離術 

内視鏡的 

粘膜下層剥離術 

内視鏡的逆行性 

胆管膵管造影 

内視鏡的逆行性 

胆管膵管造影 

内視鏡的逆行性 

胆管膵管造影 

内視鏡的逆行性 

胆管膵管造影 

内視鏡的逆行性 

胆管膵管造影 

バル－ン小腸内視鏡 

検査 

バル－ン小腸内視鏡 

検査 

バル－ン小腸内視鏡 

検査 

バル－ン小腸内視鏡 

検査 

バル－ン小腸内視鏡 

検査 

 肝局所治療  消化器内科カンファレンス  

 肝胆膵カンファレンス    

 内視鏡カンファレンス    

 

○外来診療は週１回で、そのほかに救急患者に対応する緊急当番が週１回あります。 

○検査業務は上級医の指導の下、上部・下部消化管内視鏡検査と腹部超音波検査を行います。 

○病棟診療は指導医と二人体制で行います。指導医は３～６ヵ月で交代します。 

○夜間・休日のオンコールは三人体制で行います。 

○内視鏡検査・治療は習熟度に合わせてステップアップし、当診療科で行っているすべての内視鏡検

査・治療を行うことができます。 

○肝に対する検査・治療も習熟度に合わせて通常のエコーガイド下肝生検、狙撃肝生検、局所治療

（経皮的ラジオ波焼灼術・経皮的マイクロ波凝固術）へとステップアップしていきます。 

○日本消化器病学会、日本肝臓学会、日本消化器内視鏡学会の専門医取得をサポートします。 

 

糖尿病内分泌内科  

 月 火 水 木 金 
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午前  

外来 

負荷試験 

 

病棟 

急患当番 

負荷試験 

 

病棟 

 

外来 

負荷試験 

 

病棟 

急患当番 

午後 外来 

 

病棟 

病棟 

急患当番 

 

カンファ 

抄読会 

頚動脈 

エコ－ 

FMD など 

病棟 

外来 

 

病棟 

病棟 

カンファ 

 

病棟回診 

【特色】 

①大阪府下有数の糖尿病患者数を誇り、糖尿病・内分泌を担当する内科としてのスタッフ数も府下有

数です。 

②CSII (持続皮下インスリン注入療法)や CGMS (持続血糖モニタ－システム)など最新の機器、治療

法を積極的に取り入れています。 

③ケトアシド－シスなどの糖尿病救急症例、外科手術例、糖尿病合併妊娠など豊富な症例を経験出

来ます。 

④多様な内分泌疾患の診断、治療にも力を入れています。 

⑤臨床研究を積極的に行い、専攻医、初期研修医にも学会発表や論文発表の機会をたくさん経験し

ていただきます。 

⑥コ・メディカルとのチ－ム医療を推進しており、また、糖尿病・内分泌領域の地域連携を積極的に進め

ております。 

 

総合内科 

  月 火 水 木 金 

朝 8 時

～ 

入院患者主治医受持 

レビュー 

入院患者主治医受持 

レビュー 

入院患者主治医受持 

レビュー 

入院患者主治医受持 

レビュー 

抄読会 

入院患者レビュー 

朝 9 時

～ 

 
指導医回診 指導医回診 

 
指導医回診 

午前 

病棟 
各自回診 

コンサルト対応 

各自回診 

コンサルト対応 

各自回診 

コンサルト対応 

各自回診 

コンサルト対応 

各自回診 

コンサルト対応 

外来 
初診外来 初診外来 初診外来 初診外来 初診外来 

予約外来（指） 予約外来（指） 予約外来（後） 予約外来（指） 予約外来（後） 

午後 

病棟 
各自回診 

ER 大リーガー医回診 

各自回診 

コンサルト対応 

各自回診 

コンサルト対応 

各自回診 

コンサルト対応 

各自回診 

コンサルト対応 
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外来 急患診療 急患診療 急患診療 急患診療 急患診療 

17 時

～ 

感染症カンファレンス 

ER カンファレンス 

感染症カンファレンス 感染症カンファレンス 

外部参加あり 

感染症カンファレンス 感染症カンファレンス 

特色 
総合内科主治医受持ちケ－スを指導医とともに毎朝レビュ－、診療進捗の把握と日々の診療方針・

計画の決定。 

  
専攻医/ 指導医による感染症院内コンサルト対応 連日回診あり、指導医へのプレゼンとディスカッシ

ョン。 

  
総合内科外来 当日予約なし受診ケ－ス 専攻医当番対応、指導医へのプレゼンとディスカッショ

ン。 

  専攻医は週 1 枠 予約再診外来、各ケ－スの指導医へのプレゼンとディスカッション 

  平日日中の急患受診診療に随時対応。 

  連日夕方に感染症院内コンサルトケ－スの症例検討、プレゼンとディスカッション、ミニレクチャ－。 

  不定期月曜日 16 時～ER 大リ－ガ－医同伴の ER-総合内科入院ケ－ス回診 

  ER 部当直：指導医－月 2 回、専攻医－月 3 回 

対外活動 あべのジェネラリストの会 (地元医師会主催の GIM ケースカンファレンス) 年 2 回定期参加 

  京都 GIM カンファレンス 毎月第 1 金曜日 適宜参加 

  関西多施設参加 診断ケ－スカンファレンス 年 6 回定期参加 

  IDATEN (日本感染症教育研究会) ケ－スカンファレンス参加 年 4 回まで適宜参加 

  FLEEKIC (関西感染症フェロ－教育カンファレンス) 年 3 回定期参加 

  グラム染色カンファレンス 年 3 回まで適宜参加 

  日本内科学会 総会/ 地方会、ACP 日本支部総会、日本感染症学会  適宜参加 

 

血液・腫瘍内科：  

 月 火 水 木 金 土日 

午前 外来化学療法  外来化学療法  外来化学療法  

午後 
病棟カンファレンス 

 

 

 
 

回診 

カンファレンス 

 

 
 

＊悪性リンパ腫を中心に、急性慢性白血病、骨髄異形成症候群、多発性骨髄腫などの悪性疾患お

よび、特発性血小板減少性紫斑病、自己免疫性溶血性貧血、再生不良性貧血などの良性疾患、さ

らに血栓性血小板減少性紫斑病、先天性後天性血友病などの血液凝固異常まで、あらゆる血液疾

患に対応している。 

＊大規模総合病院であり各診療科より、血球減少やリンパ節腫大、免疫グロブリン異常、血液凝固異

常に関して、多くのコンサルテーションを受けている。血液異常所見からの適切な鑑別診断のトレーニング

が十全に受けられる。 

＊一般的な内科的手技に加え、骨髄穿刺・骨髄生検・抗がん剤髄腔内注射など、当科独自の手技も

身につけることができる。 
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4) 当直業務 

大阪急性期・総合医療センタ－医務局規程のうち、時間外診療要領に規定する医務当直員の診

療業務等を行う (以下抜粋)。 

① 時間外診療医の構成 

  時間外診療は原則として医務当直員が他部門当直員との協力の下におこなうものとするが、必要が

ある場合は、臨時医務当直員及びオン・コ－ル医がこれに加わるものとする。時間外診療に従事する医

師の構成は次のとおりとする。 

(a) 医務当直員 

医務当直員は、病院長が指定した診療科に所属する医師（非常勤医師を含む）が診療にあたり、

大阪急性期・総合医療センタ－臨床研修要綱による担当初期研修医を指導する。 

(b)オン･コ－ル医 

当直医を設けていない診療科は科ごとにオン・コ－ル体制を定め、当直医から協力依頼があった場合

は直ちにこれに応じるものとする。 

 

② 当直の種類および勤務時間 

当直は宿直および日直とし、その勤務時間は原則次のとおりとする。

当直の種類 勤務時間 

日 直 9:00 ～ 当日 17:30 

宿 直 17:30 ～ 翌日  9:00 

 

③ 医務当直員の区分 

 医務当直員を医務当直総括医、当直診療医 (以下「当直医」という)、当直研修医 (以下「研修

医」という)に区分し、更に当直医にあたっては、内科系当直医、外科系当直医、時間外外来 (ER)当

直医、救命救急センタ－当直医 (TCU、CCU、SCU)、小児医療センタ－ (NICU 及び小児後送)

当直医、精神科当直医、産婦人科当直医及び麻酔科当直医 (OP、ICU)とする。 

 

④ 医務当直員の人員 

 医務当直員の人員は次のとおりとする。 

当直員の区分/当直の種類 宿直 日直（土日祝） 

当直医 

内科系 1 1 

外科系 1 1 

時間外外来 1 1 

救命救急   

センタ－ 

TCU 3（平日）、4（土日祝） 4 

CCU 1 1 

SCU 1 1 

小児医療 

センタ－ 

NICU 1 １ 

小児後送 1（月・木・土） 1（土） 
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精神科 1（火・木） － 

産婦人科 1 1 

麻酔科 
op 1 1 

ICU 1 1 

 

⑤ 内科系病棟当直医 

 内科系の入院患者の診療に専念するとともに、特に次の事項について留意し対処しなけ 

ればならない。  

(a) 病棟の回診 

端末の看護業務から入って管理日誌の日当直管理日誌を確認し、宿直においては 19 時 30 分か

ら 21 時までの間、日直においては 11 時までに必要のある患者に対しては回診しなければならない。 

(b) 当直日誌への記載 

勤務終了後、直ちに勤務中の診療内容を当直日誌に記載しなければならない。 

(c) 主治医との連絡 

重症患者については主治医より直接あるいは重症患者連絡用紙で、その症状を確認しておかなけれ

ばならない。また必要に応じて主治医に連絡するものとする。 

(d) 入院患者の臨時主治医 

救急患者が一般病棟に入院した場合は、総括医の決定に従い、当直勤務時間内おいて臨時 

にその患者の主治医となるものとする。 

(e) 救命救急センタ－当直医への協力 

 救命救急センタ－当直医より、診療について協力の要請があった場合は積極的に応じるも 

のとする。 

(f) 初期研修医の教育と指導 

診療に関し、時間外外来当直医及び初期研修医より助言あるいは指導を求められた場合は、 

積極的に対応するものとする。 

 

⑥ ER 当直医 

 初期研修医とともに新患および旧患として来院した患者の診療に専念するものとする。 

特に次の事項について留意し対処しなければならない。 

(a) 初期研修医の教育と指導 

必ず研修医の診療に立ち会い、その教育および指導にあたらなければならない。 

 電子カルテ上の研修医記録はその都度確認して承認入力する。 

(b) ER 当直医は、診療上必要のある場合、内科系あるいは外科系病棟当直医の対診を求め、処理

するものとする。 

(c) 心臓疾患、脳卒中、産婦人科的な症状を呈する患者については、ER 当直医は救命救急センタ

－ (CCU, SCU)当直医あるいは産婦人科当直医の指導の下、診療にあたるものとする。 

(d) 入院を要すると判断したときは、内科系あるいは外科系病棟当直医、救急救命センタ－(TCU) 

当直医に連絡し、患者診療を引き継ぐものとする。内科系あるいは外科系病棟当直医は時間外の期

間主治医となる。 
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(e) 入院に際して、病態に適合する診療科を勘案し、一般病棟 (専用病床、専門外空床)、もしくは

救急病棟 (集中治療室)に収容し、内科系あるいは外科系、もしくは救命救急センタ－当直医が診療

を担当する。夜間については、一般病棟入院は原則、ER 病棟に限る。産婦人科的な症状については、

産婦人科当直医が診療を担当する。 

(f) 入院を必要とする患者を原則として他院へ転送しない。 

 

5) 日中 ER (救急搬送患者対応) 

  専攻医は昼間救急搬送された患者を 3 次救急担当医と協力して診療にあたる (年数回の当番

制)。 

 

6) 臨床現場を離れた学習 

①内科領域の救急、②最新のエビデンスや病態・治療法について専攻医対象のセミナ－が開催され

ており、それを聴講し学習します。受講歴は登録され充足状況が把握されます。内科系学術集会、

JMECC (内科救急講習会)等においても学習します。 

 

7) 自己学習 

研修カリキュラムにある疾患について、内科系学会が行っているセミナ－の DVD やオンデマンドの配信

を用いて自己学習します。個人の経験に応じて適宜 DVD の視聴ができるよう図書館に設備を準備して

います。また、日本内科学会雑誌の MCQやセルフトレ－ニング問題を解き、内科全領域の知識のアップ

デ－トの確認手段とします。  

 

8) 大学院進学 

大学院における臨床研究は臨床医としてのキャリアアップにも大いに有効であることから、臨床研究の

期間も専攻医の研修期間として認められます。臨床系大学院へ進学しても専門医資格が取得できるプ

ログラムも用意されています。 
 

6. 専門医研修の評価 
 専攻医研修3年目の3月に研修手帳を通して経験症例・技術・技能の目標達成度について最終的

な評価を行います。29 例の病歴要約の合格、所定の講習受講や研究発表なども判定要因になります。

最終的には指導医による総合的評価に基づいてプログラム管理委員会によってプログラムの修了判定が

行われます。プログラムの修了後に実施される内科専門医試験 (毎年夏～秋頃実施)に合格して、内

科専門医の資格を取得します。 

指導医や上級医のみでなく、メディカルスタッフ (病棟看護師長，臨床検査・放射線技師臨床工学

技士など）から接点の多い職員 5 名程度を指名し、年 2 回評価します。評価法については別途定める

ものとします。 

日々の診療・教育的行事において指導医から受けたアドバイス・フィ－ドバックに基づき､研修上の問

題点や悩み、研修の進め方、キャリア形成などについて考える機会を持ちます。 

毎年 3 月に現行プログラムに関するアンケ－ト調査を行い、専攻医の満足度と改善点に関する意見

を収集し，次期プログラムの改訂の参考とします．アンケ－ト用紙は別途定めます。 

http://www.naika.or.jp/jsim_wp/wp-content/uploads/2015/08/2015-curriculum.pdf
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7. 専攻医の就業環境 (労務管理) 
専攻医の勤務時間、休暇、当直、給与等の勤務条件に関しては、専攻医の就業環境を整えるこ

とを重視します。 

原則として、専攻医の給与等については研修を行う施設で負担します。 

労働基準法を順守し、各施設における就業規則、給与規則その他関連規則等に従います。専攻

医の心身の健康維持の配慮については各施設の研修委員会と労働安全衛生委員会で管理します。

特に精神衛生上の問題点が疑われる場合は臨床心理士によるカウンセリングを行います。専攻医は

採用時に上記の労働環境、労働安全、勤務条件の説明を受けることとなります。プログラム管理委

員会では各施設における労働環境、労働安全、勤務に関して報告され、これらの事項について総括

的に評価します。 

 

8. 専門研修プログラムの改善方法  
定期的に研修プログラム管理委員会を大阪大学医学部附属病院にて開催し、プログラムが遅滞

なく遂行されているかを全ての専攻医について評価し、問題点を明らかにします。また、各指導医と専

攻医の双方からの意見を聴取して適宜プログラムに反映させます。また、研修プロセスの進行具合や

各方面からの意見を基に、プログラム管理委員会は毎年、次年度のプログラム全体を見直すこととしま

す。 

専門医機構によるサイトビジット (ピアレビュ－)に対しては研修管理委員会が真摯に対応し、専門

医の育成プロセスの制度設計と専門医の育成が保証されているかのチェックを受け、プログラムの改善

に繋げます。 

 

9. 専攻医が専門研修プログラムの修了に向けて行うべきこと 
専攻医は内科専門研終了要件となる 160 症例の症例登録、29 症例の病歴要約ならびに各種

評価を研修終了年度の 1 月末までに J-OSLER 上に登録し、終了認定を申請すること。プログラム

管理委員会は 3 月末までに修了判定を行う。その後、専攻医は日本専門医機構内科専門医委員

会に専門医認定試験受験の申請を行う。 

 
10. 専攻医の受入数 

専攻医の受け入れ人数の上限は当センタ－の過去の実績ならびに日本専門医機構の調整 (シ

－リング)によって最終決定されます。 

 

11. 研修の休止・中断，プログラム移動，プログラム外研修の条件 
 1. 出産、育児によって連続して研修を休止できる期間を 6 カ月とし、研修期間内の調整で不足分を

補うこととします。6 か月以上の休止の場合は未修了とみなし、不足分を予定修了日以降に補うこととし

ます (研修期間の延長)。また、疾病による場合も同じ扱いとします。 

 2. 研修中に居住地の移動等の事情により，研修開始施設での研修続行が困難になった場合は、

移動先の基幹研修施設において研修を続行できます。その際、移動前と移動先の両プログラム管理委

員会が協議して調整されたプログラムを摘要します。この一連の経緯は専門医機構の研修委員会の承

認を受ける必要があります (4. 内科専門医研修要綱 参照)。 
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12. 研修に対するサイトビジット（訪問調査） 
研修プログラムに対して日本専門医機構からのサイトビジットがあります。サイトビジットにおいては研

修指導体制や研修内容について調査が行われます。その評価はプログラム管理委員会に伝えられ、

必要な場合は研修プログラムの改良を行います。 
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13. 専攻医の採用と修了 
1) 採用方法 

   研修申込書 (別紙様式 1)に次に掲げる書類を添えて、所定の期日までに総長に提出する。 

ア．履歴書 (別紙様式 2) 

イ．医師免許証の写 

ウ．初期研修修了証明書 

エ. 緩和ケア研修修了証明書 

オ. 当該施設研修責任者の推薦状 

  

プログラムへの応募者は、総長宛に所定の形式の『大阪急性期・総合医療センタ－内科専門研

修プログラム 研修申込書』および上記書類を提出してください。申込書は(1) 大阪急性期・総合医

療センタ－のホ－ムペ－ジ (http://www.gh.opho.jp/recruit/1/2/)よりダウンロ－ド、(2) 電

話で問い合わせ (06-6692-1201(代表) 人事グル－プまで)、(3) e-mail で問い合わせ 

(ishi_boshu01@gh.opho.jp)、のいずれの方法でも入手可能です。原則としてすみやかに書類

選考および面接を行い、採否を決定して Web 上で公開します。 

具体的には、日本専門医機構が Web 上に「専攻医登録システム」を作成しました。専攻医は

Web 上の「専攻医登録システム (専攻医向け)」に入力して申し込みます。一方、プログラム総括責

任者が応募者一覧上で採否を入力していきます。  

   採用されなかった方には 2 次募集が準備されています。スケジュ－ルに関しては、追ってホ－ムペ－

ジ上で通知いたします。 

 

2) 研修開始届け 

研修を開始した専攻医は、各年度の 4 月 1 日までに以下の専攻医氏名報告書を大阪大学内科専

門研修プログラム管理委員会および日本専門医機構内科領域研修委員会に提出します。 

ア) 専攻医の氏名と医籍登録番号、内科医学会会員番号、専攻医の卒業年度、専攻医の研修開

始年 

イ) 専攻医の履歴書 (様式 15-3 号) 

ウ) 専攻医の初期研修修了証 

 

3) 専攻医研修修了判定 

 全研修プログラム終了後、プログラム統括責任者が召集するプログラム管理委員会にて審査し、研修

修了の可否を判定します。 

 J-OSLER に以下のすべてが登録され、かつ担当指導医が承認していることをプログラム管理委員会が

確認して修了判定会議を行います。 

 (1) 主担当医としてカリキュラムに定める全 70 疾患群のすべてを経験し、計 200 症例以上 (外

来症例は 20 症例まで含むことができる)を経験することを目標とする。但し修了認定には、主担当医と

して通算で最低 56 疾患群以上の経験と計 160 症例以上の症例 (外来症例は登録症例の 1 

割まで含むことができる)を経験し、登録しなければならない。 添付の別表参照。 

(2) 所定の受理された 29 編の病歴要約 
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(3) 所定の 2 編の学会発表または論文発表 

(4) JMECC 受講 

(5) 講習会受講: 年に 2 回以上の医療安全講習会、感染対策講習会 

(6) 指導医とメディカルスタッフによる 360 度評価の結果に基づき、医師としての適正に疑問がないこ

と。 

  多職種による内科専門研修評価 (社会人としての適正、医師としての適正、コミュニケ－ション、チ

－ム医療の一員としての適正)を他職種が行う。評価は無記名方式で、統括責任者が各施設の研修

委員会に委託して 5 名以上の複数職種に回答を依頼する。回答は紙ベ－で行われるが、担当指導

医が J-OSLER に登録する(他職種がシステムにアクセスすることを避けるため)。評価結果をもとに担当

指導医がフィ－ドバックを行って専攻医に改善を促す。1 年間に複数回の評価を行う。1 年間に複数

の施設に在籍する場合には、各施設で行うことが望ましい。 

 

4) 専攻医研修修了後の進路について 

 専攻医は自由意志により研修修了後の進路を決定することができる。専攻医の進路相談は、担当指

導医 (メンタ－)あるいは希望医局が随時対応可能である。 

 常勤職員としての採用は、研修を修了した卒業 6 年目以降の者が対象であり、地方独立行政法人

大阪府立病院機構の規定に従う。 

 当センタ－においては、①内科系救急医療の専門医 ②総合内科的視点を持った Subspecialist 

③総合内科の専門医 ④地域医療における内科領域の診療医を養成しています。 

 

 

 
 
 

14. その他  
1) 健康管理・予防接種・精神衛生管理 

 当センタ－職員の健康管理については、下記の規程に基づいて定期的に健康診断を実施 

している。 

予防接種については、下記の規程のほか大阪急性期・総合医療センタ－院内感染対策委員会等

の見解により、感染の危険性を防止するために実施している。 

 風疹、麻疹、水痘、ムンプスについては、専攻医の採用時の採血で陰性となった者には予防接種を実

施している。また、B 型肝炎ワクチン及びインフルエンザについても、希望する職員を対象に実施している。 

 

○ 地方独立行政法人大阪府立病院機構職員安全衛生管理規程（抜粋） 

(健康診断の種類)  

第 24 条 

健康診断の種類は、別表第 2 のとおりとする。  

 (健康診断の実施)  

 

常勤職員採用 

 

各診療科責任者 

 

初期臨床研修 

(2年間) 

初期研修管理委員会 

専攻医 

(3～6年間) 

診療科責任者とプログラム管理委員会 
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第 25 条  

安全衛生管理者は、各事業場の該当職員に対し、理事長が別に定めるところにより、健康診断を実施

するものとする。  

統括安全衛生管理者は、安全衛生管理者が健康診断を実施することが困難であり、又は適当でない

と認めるときは、協議により、当該健康診断を実施することができる。  

(健康診断の受診義務)  

第 26 条  

職員は、所定の健康診断を受けなければならない。 

 

別表第 2 (第 24 条関係) 

健康診断等の種類 

一般定期健康診断 一般定期健康診断 

特別健康診断 

深夜業務従事職員健康診断 

放射線業務従事職員健康診断 

特定化学物質等取扱業務従事職員特別健康診断 

有機溶剤業務従事職員特別健康診断 

ＶＤＴ作業従事職員特別健康診断 

海外派遣職員特別健康診断 

その他の健康診断 

胃集団検診 

大腸検診 

女性検診 

臨時健康診断 

特定健康診査 

人間ドック 

胃部検診 

大腸検診 (便混血反応検査) 

胃部・大腸部検診以外の検査項目 (オプション検査を除く) 

脳ドック等のオプション検査 

55セルフドック 

オプション検査を除いた検査項目 

胃部検診 (オプション検査) 

脳ドック等のオプション検査 

 

2) 医療安全（医療事故の対応/ヒヤリ・ハット/インシデント/アクシデント・リポ－ト） 

 専攻医は、医療従事者として医療事故防止に努めなければならない。また一旦事故が発生した場合

には、医療上の最善の処置を講じ、有害事象や不利益が悪化しないよう、対策を講じなければならない。

【専攻医の医療事故への対応】 

 大阪府立病院機構では、医療事故を患者の影響レベルによって 5 段階 (表)に分類し、その対応を

規定している。インシデント報告書の報告者は、｢最初に問題発生を発見した人または当事者｣と規定さ

れている。 
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 専攻医は患者の診療に対する責任を負う｢主治医｣であるので、①レベル 3a 以下では、当該診療科

責任者に報告し、3日以内にインシデント報告書を作成する、②レベル3b以上では即座に当該診療科

責任者と上級医に報告し、患者状態の原状回復につとめ、速やかに｢事故報告書｣を作成する。 

【インシデント報告書作成要領】 

 報告書は院内 OA システムを活用して、｢インシデント報告書｣を作成し、印刷して速やかに直接監督

者に報告する。 

1. “患者への影響レベル”は事象の該当するレベルを選択する。レベル 3b 以上は医療事故の取り扱い

になるので、医療事故・合併症報告書へ入力する。 

2. “事象の内容”は事実に沿って分かり易く正確に入力する。 

3. “対応および予防策”は事象に対してどのように対応したか、また今後同じことを起こさないためにはどう

すべきかを具体的に入力する。 

4. 報告内容を入力し登録したら印刷し直接監督者に事象内容を報告する。 

5. 内容に不備等があり、差し戻されたら、すみやかに修正し再登録を行い、承認を得る。 

 

3) 個人賠償保険の病院包括契約について 

 当センタ－は平成 23 年より従来個人負担で契約していた個人責任賠償保険を、病院が包括的に

加入契約しその保険料を負担しているので、下記の職種の方々は院外の医療行為に自ら携わらない限

りにおいて、個人賠償責任保険に加入する必要がありません。 

 【対象職種】医師 (常勤、非常勤、応援医師を含む)、看護師、薬剤師、理学療法士、臨床工学

技士、理学療法士、診療放射線技師、作業療法士、臨床検査技師、言語聴覚士、視能訓練士 

 

4) 診療録記載マニュアル (抜粋) 

 大阪急性期・総合医療センタ－の診療録は、2007 年 9 月 18 日以降入院患者より電子カルテシス

テムを稼働し、2008 年 5 月 1 日より外来における電子カルテシステムを導入した。 

診療録は医師法第 24 条で作成が義務づけられている公的な記録である。診療経過と医学的な診

断の根拠となるべきものであり、自らの診療内容の点検、チ－ム医療の推進や情報開示などあらゆる事

項の基本となるものである。記録のないものは、事実がどうであれ、診療していないか、または医学的な判

断をしていないと判断される。診療の都度、速やかに記録する。 

また、電子カルテでは厚生省通知「診療録等の電子媒体による保存について」 (平成 11 年 4 月 22

日付)に基づき「真正性」「見読性」「保存性」が確保されなければならない。 

⚫ 真正性：故意または過失による虚偽入力、書換え、消去及び混同を防止し、作成の責任の所在

を明確にすること。 

⚫ 見読性：情報の内容を必要に応じて肉眼で見読可能な状態に容易にでき、直ちに書面に表示で

きること。 

⚫ 保存性：法令に定める保存期間内、復元可能な状態で保存すること。 

 

【記録の原則】 

① 診察・検査・治療・診断のあと 24 時間以内に記録する。 

② 記録は電子カルテに記録する。 
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③ 診療録は POMR に基づいて、SOAP 形式で記載する。 

④ 電子カルテのツ－ルを使用して作成し、出力した文書には手書きで追記をしない。 

⑤ 患者、家族への説明に使用する文書は電子カルテで作成をする。 

⑥ 説明時に追記をした場合は、複写をとりスキャンする。 

⑦ 治療・処置とそれを行った理由を記録する。 

⑧ 電子カルテの記録の修正・追記は、修正履歴を残すため、実施日にさかのぼって修正し、記録の版

数をあげる。 

⑨ 簡潔、明瞭に記録し略語は多用しない。 

⑩ 患者の発言や行動に関しての批判、論評は記録しない。 

⑪ 他の医師の行った治療や判断に関する批判を記録しない。 

⑫ 外国語はできる限り使用せず、病名や人名に限定する。 

⑬ あいまいな文書表現は使用しない。 

⑭ 医学用語は学会用語集に、略語は医学辞典に準拠して用いる。 

⑮ 意味不明な俗語、仲間内だけの隠語などは使用しない。 

⑯ 別紙参照と記録しない。 

⑰ 電子カルテに記録できない他院紹介状等の紙の記録はスキャンによる電子化を行う。 

⑱ 電子カルテに記録する際の文字フォントは、11.5 ポイント黒色を原則とする。 

⑲ 電子カルテの記載時、取り消し線は使用しない。 

◆当センタ－の診療録は、2008 年 5 月 1 日以降全面電子カルテ化を行っているが、以下の場合に

限り紙運用を認める。なお、紙に記載した診療録はスキャンによる電子化を行う。 

・電子カルテシステムダウン時 

・超緊急状態であり電子カルテシステムで記録できない時 

・医療情報管理委員会が特に認めた時 

【記録における一般的留意事項】 

診療録は、公的な記録であることを十分に認識し、事実を正確かつ客観的に記録する。 

① デジタル画像として電子カルテに取り込みのできない創部の写真、エコ－の写真などは必要なものをス

キャンにより電子化する。 

② 症状・所見・治療計画などは簡潔で明瞭に記録する。 

③ 記録者以外の人が見ても診療内容が妥当であると納得できるような記録を心がける。 

④ 患者の訴えや不満な内容を正確に記録し、その対応についても記録する。 

⑤ 以前の記録と矛盾が生じた場合、その理由を明らかにする。 

⑥ 診療録の記録内容は第三者 (チ－ム医療の仲間・専門家)にも理解できるよう客観性を持たせるこ

とを前提に、必要な事項の記録を行うとともに、症状、所見記録の充実を図る。 

⑦ 医療行為や検査を行う場合は、その必要性を記録するよう励行する。 

⑧ 患者や家族に対する説明内容は正確に記録する。 

※患者や家族に対する説明内容は、記録にタイトル (インフォ－ムドコンセント)を付与し電子カルテに記

載する。説明者、説明日時、患者および同席者、説明内容、質問と回答、理解度等を記録しておく。 

⑨ 第三者に対して説明する場合は、原則として患者または保護者の同席が望ましいが同席しない場

合は、当該患者あるいは保護者から同意を得ていることを確認のうえ情報提供を行う。その際、同意の
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確認をしたことを電子カルテに記録する。 

⑩ 診療録等は開示の対象である。 

・患者のプライバシ－に関することで、臨床的に必要でない事は記録しない。 

・臨床的に必要でない患者の性格や態度についての意見は記録しない。 

・患者の発言や行動に関しても、主観的に記述したり、レッテルを貼るような表現を用いない。 

・他の医療関係者とのトラブルや他のスタッフに対する非難や批判は記録しない。 

・自分の診療不備を他人に転嫁するような記録はしない。 

注意：「停止ル－ル」 

  患者退院後 1 カ月以上経過した未整理カルテ所有の医師に対し 

① 一切の学会および研究会/研修会の発表及び出席を認めない。 

② 新入院/再入院患者の主治医/担当医になることを認めない。 

③ 次の診療科へのロ－テ－トを認めない。 

 

5) CPC レポ－ト提出について 

 2004 年度より、CPC での症例提示とレポート提出が必要とされる機会が増えてきた。これを受けて当

センタ－は地域の先生も参加可能な大規模CPC「センタ－CPC」と小規模な教育型CPC「院内CPC」

を多数回開催してきた。前者は剖検診断を隠したまま臨床経過を提示し、臨床的問題点を議論したの

ちに剖検結果が明らかにされ臨床病理学的に総括されるスタイルである。一方後者はすべての剖検症

例をそれぞれの担当医が発表し、病理医が剖検所見を述べて討議を行うものである。 

 担当患者が亡くなられた場合、剖検に立ち会い、臨床経過用紙に主治医として氏名を記載すること、

後日剖検報告がなされ、CPC が開催されるが、担当専攻医はそれをまとめて CPC レポートにすることが

要求されている。 

禁止事項 

1. 他人のレポ－トを丸写しすること：発覚すれば修了認定をしない場合もありうる。 

2. 実際には経験していないことをレポ－トにすること：虚偽報告は一切認められない。 

 例外は CPC 症例の担当医になれなかった場合の CPC レポ－トのみである。 

3. 個人情報をレポ－トに記入すること：患者氏名、生年月日等。 

4. 前医や患者への中傷等を記載すること。 

 

6) 急性期・総合医療センタ－CPC開催実績一覧表 

急性期・総合医療センターCPC は年 4 回定期開催され、小規模な院内 CPC は随時開催される。

前者は、担当医の症例呈示、質疑応答、専攻医 (レジデント)の鑑別診断が行われた後、病理解剖

所見が明らかにされる。専門家のコメントも入れ、当該科部長がまとめる。会場は院内の講堂で、主催

科の都合で日程が調整されるが多くは月末の木曜日午後 5 時半～7 時半に開催される。 
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2. 2023 年度院内 CPC 

開催日時 場所 テーマ 主観科 

2023 年 4 月 20 日 病理科 COVID-19 後療法中に肝障害から急激な経過をたどった重症心不全の一例 心臓内科 

2023 年 7 月 31 日 病理科 急性膵炎に循環不全を合併し、急激な経過をたどった一例 消化器内科 

2023 年 9 月 25 日 病理科 肺癌精査中に急激に多臓器不全に陥り死亡した一症例 呼吸器内科 

2024 年 3 月 1 日 病理科 上行大静脈人工血管吻合部に感染性仮性動脈瘤を来した一例 心臓内科 

2024 年３月 6 日 病理科 うっ血性心不全の入院加療中に腹部大動脈塞栓をきたした１例 心臓内科 

2024 年 3 月 15 日 病理科 メトトレキサート投与中に汎血球減少及び重症感染症を来した関節リウマチの一例 免疫リウマチ科 

 



 

 

 

 

30 

 

15. 内科専門医研修要綱 
地方独立行政法人 大阪府立病院機構 

大阪急性期・総合医療センタ－ 

内科専門医研修要綱 
(総則) 

第 1 条 この要綱は、大阪急性期・総合医療センタ－ (以下「センタ－」という)において内科専門医研

修を行う医師 (以下「専攻医」という)の研修について必要な事項を定める。 

 

(研修の種別) 

第 2 条 医師免許取得後 2 年以上初期臨床研修を行った者を対象とする。将来専攻しようとする内

科系サブスペシャルティの前段階にあたる研修であるとともに、内科領域全般に共通の基礎的診療能力

を高める研修である。 

 

(組織・運営) 

第 3 条 臨床研修を効果的に実施するため、センタ－内に専攻医臨床研修委員会 (以下「研修委

員会」という)を設置する。 

研修委員会の組織及び運営に関する事項は、別に定める。 

 

(研修の申込) 

第 4 条 公表、公募を行うので、研修を受けようとする者は、研修申込書 (別紙様式 1)に次に掲げる

書類を添えて、所定の期日までに総長に提出しなければならない。 

ア. 履歴書 (別紙様式 2) 

イ. 医師免許証の写 

ウ. 初期研修修了証明書 

エ. 当該施設研修責任者の推薦状 

オ. 緩和ケア研修修了証明書 

 

(専攻医の採用) 

第 5 条 専攻医の採用は、センタ－の採用試験の結果を受けて、阪大研修プログラム委員会で決定す

る。 

前項の決定を受け、専攻医として採用された者は、誓約書 (別紙様式 3)を病院長に提出しなければ

ならない。 

 

(研修計画) 

第 6 条 研修計画は、プログラム責任者の企画立案を受けて研修委員会において定める。 

 

(プログラム責任者・副プログラム責任者) 

第 7 条 センタ－に臨床研修プログラムの総括者として、プログラム責任者を置く。 
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プログラム責任者は、病院長が指名する。 

プログラム責任者は、研修委員会委員長及び研修実施責任者を兼務しても良い。 

プログラム責任者は、研修プログラムの企画立案及び実施の管理並びに専攻医に対する助言、指導そ

の他の援助を行う。 

プログラム責任書の業務を補佐する副プログラム責任者を若干名置く。 

 

(研修実施責任者) 

第 8 条  センタ－、連携型臨床研修病院において、当該施設における臨床研修の実施を管理する者

をいう。 

センタ－の研修実施責任者はプログラム責任者を兼務し、研修委員会の構成員となる。 

 

(専門研修指導医) 

第9条  専攻医の臨床指導を行うため、各診療科に内科専門研修指導医 (以下「指導医」という)を

置く。 

 

日本専門医機構が定めた指導医とは、当該領域における十分な診療経験を有し、教育・指導能力を

有する医師である。上記に加え、内科学会における指導医は、内科指導医として登録されていた経歴

があり、①「総合内科専門医」の資格を有する者、または②認定内科医であり、内科系 Subspecialty

専門医*を 1 回以上更新している者、あるいは③内科指導医として登録されていた経歴がなくても指導

医票を提出した者、の中から院長が指名する者であって機構の承認を得る必要がある (2026年までの

暫定措置)。 

 

2026 年以降: 日本内科学会が定める要件を満たし、認められた指導医であること。その要件は次のと

おりである。 

【必須要件】1. 内科専門医を取得していること。2. 専門医取得後に臨床研究論文 (症例報告含

む)を発表する（「first author」もしくは「corresponding author」であること）。もしくは学位を有し

ていること。3. 厚生労働省もしくは学会主催の指導医講習会を修了していること。4. 内科医師として

十分な診療経験を有すること。 

【選択とされる要件 (1，2 いずれかを満たすこと)】1. CPC、CC、学術集会 (医師会を含む)などへ主

導的立場として関与・参加すること。2. 日本内科学会での教育活動 (病歴要約の査読，JMECC 

のインストラクタ－など) に参加すること。 

これら「必須要件」と「選択とされる要件」を満たした後、全国の各プログラム管理委員会から指導医と

しての推薦を受ける必要がある。この推薦を踏まえて e-test を受け、合格したものを新・内科指導医と

して認定する。 

* 内科系 Subspecialty 専門医: 日本内科学会指定の 15 学会が認定する、消化器病専門医、

循環器専門医、内分泌代謝科専門医、腎臓専門医、呼吸器専門医、血液専門医、神経内科専門

医、アレルギ－専門医、リウマチ専門医、感染症専門医、糖尿病専門医、老年病専門医、肝臓専門

医。 
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指導医1名は同時に3名までの専攻医を指導できるが、1研修年次1名が基本である。指導医は

J-OSLERの登録内容を確認し、専攻医として適切な経験と知識の修得ができていることが確認できた

場合に承認をする。不十分と考えた場合にはフィ－ドバックと再指導とを行う。 

 

指導医は、専攻医にCPCや JMECC、医療倫理・医療安全・感染対策講習会・研修施設群合同カン

ファレンス等の受講を義務付け、そのための時間的余裕を与える。 

 

指導医は、J-OSLER を用いてメディカルスタッフによる 360 度評価と指導医による内科専攻医評価を

参照し、医師としての適性の判定を行う。 

 

指導医は、指導法の標準化のため内科指導医マニュアル・手引き (改訂版)により学習する。また、厚

生労働省や日本内科学会の指導医講習会の受講が望ましい。 

                      

(研修の期間) 

第 10 条 臨床研修の期間は 3 年以上とする。ただし、雇用契約は 1 年ごとに更新する。 

 

(専攻医の責任と義務) 

第 11 条 専攻医の責任と義務は大阪府立病院機構職員に準ずる。 

専攻医は、初期研修医に対しては積極的に協力するとともに、教育及び指導にあたらなけ 

ればならない。 

 

(専攻医の所属) 

第 12 条 専攻医は、内科系のそれぞれの診療科に所属して研修を行うものとする。 

基本コ－ス希望の専攻医は総合内科の所属とする。 

 

(専攻医の身分等) 

第 13 条 専攻医の身分は、非常勤嘱託員とする。 

専攻医の報酬は、別に定める。 

社会保険は、健康保険、厚生年金保険、雇用保険および労働者災害補償保険を適用する。 

 

(専攻医の当直勤務) 

第 14 条 専攻医は別に定める当直勤務に服さなければならない。 

 

(研修の修了判定および承認) 

第 15 条 専攻医が内科専門研修を修了した時、研修委員会において評価・検討を行い、その結果を

さらにプログラム管理委員会で検討し、統括責任者が承認する。 
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(専門研修の休止・中断、プログラム移動) 

第 16 条 疾病あるいは妊娠・出産、産前後に伴う研修期間の休止については、プログラム終了要件を

満たしていれば、休職期間が 6 か月以内であれば、研修期間を延長する必要はないものとする。これを

超える期間の休止の場合は、研修期間の延長が必要である。 

短時間の非常勤勤務期間などがある場合、按分計算 (1日7時間45分、週5日を基本単位とする)

を行なうことによって研修実績に加算される。留学期間は原則として研修期間として認めない。 

 やむを得ない事情により内科領域内でのプログラムの移動が必要になった場合、移動前のプログラム管

理委員会と移動後のプログラム管理委員会が、その継続的研修を相互に認証することにより、専攻医の

継続的な研修を可能とする。 

 

(研修修了後の進路) 

第 17 条 専攻医は、研修修了後の就職先を自由に選択する権利がある。 

当センタ－で引き続き就職を希望する場合は、院内規定に従う。 

 

(弁償) 

第 18 条 専攻医は、故意または重大な過失により当センタ－に損害を与えた時は、その弁償の責任を

負わなければならない。 

 

(その他) 

第 19 条 この要綱に定めるものの他、必要な事項は病院長が別に定める。 

 

附則：この要綱は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 
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16. 専攻医臨床研修委員会 
地方独立行政法人 大阪府立病院機構 

大阪急性期・総合医療センタ－ 

専攻医臨床研修委員会設置要綱 
(設置) 

第 1 条 当センタ－における新専門医制度の充実と合理的かつ効果的な運営を図るととも 

に、卒後 3 年目以降の臨床研修医 (以下「専攻医」という)教育の向上と発展に資すること 

を目的として、大阪急性期・総合医療センタ－専攻医臨床研修委員会 (以下「委員会」と 

いう)を設置する。 

(職務) 

第 2 条 委員会は、病院長の諮問に応じて次に掲げる専攻医教育に関する基本的事項に 

ついて調査、審議し、病院長に答申を行うほか、必要に応じて意見具申を行うものとする。 

(1) 臨床研修プログラムの運用に関する事項 

(2) 臨床研修プログラムの作成・変更に関する事項 

(3) 専攻医の教育指導及び管理体制に関する事項 

(4) 指導医の選任に関する事項 

(5) 専攻医の募集及び選考に関する事項 

(6) 専攻医の服務及び勤務条件に関する事項 

(7) 専攻医の研修中断及び修了の評価に関する事項 

(8) その他臨床研修に関する事項 

(組織) 

第 3 条 委員会は、以下の者を含む委員をもって構成する。 

(1) 病院長又はこれに準ずる者 

(2) 事務局長又はこれに準ずる者 

(3) プログラム責任者：研修プログラムごとに１人配置する 

(4) 心臓内科科長又はこれに準ずる者 

(5) 消化器内科科長又はこれに準ずる者 

(6) 呼吸器内科科長又はこれに準ずる者 

(7) 腎臓・高血圧内科科長又はこれに準ずる者 

(8) 糖尿病内分泌内科科長又はこれに準ずる者 

(9)  免疫リウマチ科科長又はこれに準ずる者 

(10) 脳神経内科科長又はこれに準ずる者 

(11) 血液・腫瘍内科科長又はこれに準ずる者 

(12) 総合内科科長又はこれに準ずる者 

(13) 看護部門の責任者又はこれに準ずる者 

(14) コ・メディカル部門の責任者又はこれに準ずる者 

(15) その他病院長の必要と認める者 
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委員は、医務局、看護部、医療技術部及び事務局の職員のうちから病院長が任命する。 

委員の任期は、1 年とする。ただし、再任を妨げない。 

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(委員長及ぴ副委員長) 

第 4 条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員のうちから病院長が任命する。 

委員長は、会議の議長となって会務を総括する。 

副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、会務を代行する。 

(会議) 

第 5 条 委員会は、委員長が招集する。 

委員会の会議は、必要に応じて開催する。 

委員会は、委員の 2 分の 1 以上が出席しなければ会議を開催することができない。 

委員会の議事は出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

委員長が必要と認めるときは、関係者の出席を求め意見を徴することができる。 

(庶務) 

第 6 条 会議の庶務は、事務局総務・人事グル－プにおいて処理する。 

(雑則) 

第 7 条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

附則 

 この要綱は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 
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17．内科専門医プログラム管理委員会 

地方独立行政法人 大阪府立病院機構 

大阪急性期・総合医療センタ－ 

 
内科専門医プログラム管理委員会設置要綱 

(設置) 

第1条 当センタ－が新内科専門医制度における基幹施設として、プログラムと当該プロ 

グラムに属するすべての内科専攻医の研修を責任をもって管理する目的で、大阪急性期・総 

合医療センタ－内科専門医プログラム管理委員会 (以下「プログラム委員会」という)を設置 

し、プログラム統括責任者を置く。 

(職務) 

第 2 条 プログラム委員会は、病院長の諮問に応じて次に掲げる専攻医教育に関する 

基本的事項について調査、審議し、病院長に答申を行うほか、必要に応じて意見具申を行う 

ものとする。 

(1) 臨床研修プログラムの運用に関する事項 

(2) 臨床研修プログラムの作成・変更に関する事項 

(3) 専攻医の教育指導及び管理体制に関する事項 

(4) プログラム責任者及び指導医の選任に関する事項 

(5) 専攻医の募集及び選考に関する事項 

(6) 専攻医の服務及び勤務条件に関する事項 

(7) 専攻医の研修中断及び修了の評価に関する事項 

(8) その他臨床研修に関する事項 

(組織) 

第 3 条 委員会は、以下の者を含む委員をもって構成する。 

(1) 病院長又はこれに準ずる者 

(2) 事務局長又はこれに準ずる者 

(3) プログラム責任者：研修プログラムごとに 1 人配置する 

(4) 心臓内科科長又はこれに準ずる者 

(5) 消化器内科科長又はこれに準ずる者 

(6) 呼吸器内科科長又はこれに準ずる者 

(7) 腎臓・高血圧内科科長又はこれに準ずる者 

(8) 糖尿病内分泌内科科長又はこれに準ずる者 

(9) 免疫リウマチ科科長又はこれに準ずる者 

(10) 脳神経内科科長又はこれに準ずる者 

(11) 血液・腫瘍内科科長又はこれに準ずる者 

(12) 総合内科科長又はこれに準ずる者 

(13) 連携施設の研修委員会責任者又はこれに準ずる者 

(14) 看護部門の責任者又はこれに準ずる者 
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(15) コ・メディカル部門の責任者又はこれに準ずる者 

(16) その他病院長の必要と認める者 

委員は、医務局、看護部、医療技術部及び事務局の職員のうちから院長が任命する。 

委員の任期は、1 年とする。ただし、再任を妨げない。 

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

(委員長及ぴ副委員長) 

第 4 条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員のうちから院長が任命する。 

委員長は、プログラム統括責任者としてプログラムの適切な運営・進化の責任を負うととも 

に、会議の議長となって会務を総括する。 

副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、会務を代行する。 

 

(会議) 

第 5 条 委員会は、委員長が招集する。 

委員会の会議は、必要に応じて開催する。 

委員会は、委員の 2 分の 1 以上が出席しなければ会議を開催することができない。 

委員会の議事は出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

委員長が必要と認めるときは、関係者の出席を求め意見を徴することができる。 

 

(庶務) 

第 6 条 会議の庶務は、事務局総務・人事グル－プにおいて処理する。 

 

(雑則) 

第 7 条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

附則 

 この要綱は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 
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施設認定基準充足状況のまとめ 
大阪急性期・総合医療センタ－ 

認定基準 

[整備基準 24] 

1) 専攻医の環境 

•初期臨床研修制度基幹型研修指定病院です。 

•研修に必要な図書館とインタ－ネット環境があります。 

•非常勤医員として労務環境が保障されています。 

•メンタルストレスに適切に対処する施設 (大阪府こころの健康総合セン

タ－)が、病院と公園をはさんで隣にあります。 

•ハランスメント対策講習会が院内で毎年開催されています。 

•女性専攻医が安心して勤務できるように、ロッカ－、更衣室、シャワ－

室、当直室が整備されています。 

•病院と同敷地内に保育所があり、病児保育も含め利用可能です。 

認定基準 

[整備基準 24] 

2) 専門研修プログ

ラムの環境 

•JMECC 開催要件であるディレクタ－が在籍しており、毎年数回講習会を

開ける体制にあります。 

•指導医は 2024 年 3 月の時点で 36名在籍しています。 

•専攻医研修委員会を設置し、施設内で研修する専攻医の研修を管理し、

基幹施設に設置されるプログラム管理委員会と連携を図ります。 

•医療倫理、医療安全、感染対策の各講習会を定期的に開催 (2023 年度実

績 医療倫理 0 回、医療安全 10 回、感染対策 5 回)し、専攻医に受講を義

務付け、そのための時間的余裕を与えます。 

•研修施設群合同カンファレンスを定期的に主催し、専攻医に受講を義務

付け、そのための時間的余裕を与えます。 

•CPC を定期的に開催 (2023年度実績：8 回)し、専攻医に受講を義務付け、

そのための時間的余裕を与えます。 

•地域参加型のカンファレンス (病診連携カンファレンス 2023 年度実績 

0 回)を定期的に開催し、専攻医に受講を義務付け、そのための時間的余裕

を与えます。 

認定基準 

[整備基準 24] 

3) 診療経験の環境 

カリキュラムに示す内科領域 13 分野のすべての分野で定常的に専門研修

が可能な症例数を診療しています。 

認定基準 

[整備基準 24] 

4) 学術活動の環境 

日本内科学会講演会あるいは同地方会に年間で計 3 演題以上の学会発表

(2023 年度実績 7演題)をしています。 

指導責任者 大阪急性期・総合医療センタ－内科専門研修プログラム責任者  林 晃正 

指導医数（常勤） 日本内科学会指導医 36 名、日本内科学会総合内科専門医 33 名 

外来・入院 患者数 2023 年実績：外来患者 965 名 (平均/日)、 入院患者 19410 名/年 

経験できる疾患群 専攻医登録評価システム (J-OSLER)にある内科 13領域、70疾患群のほとん

どすべての症例を定常的に経験することができます。当センタ－は高度救

命救急センタ－、三次救急及び二次救急の指定医療機関であることを踏ま
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え、南大阪地域の救命救急の中核的医療機関として、24 時間体制で患者

さんを受け入れています。従って、救命救急センタ－と連携して救急領域

の不足疾患を経験することが可能です。また、障害者医療・リハビリテ－

ションセンタ－を有して、医療と福祉の連携といった観点に立った活動も

行っているため、急性期から慢性期まで幅広い疾患群を経験できます。 

経験できる 

技術・技能 

技術・技能評価手帳にある内科専門医に必要な技術・技能を、実際の症例

に基づきながら幅広く経験することができます。 

経験できる地域 

医療・診療連携 

急性期医療だけでなく、慢性疾患、希少疾患、さらに高度先進医療を経験

できます。また、大阪府南部医療圏における地域医療、病診・病々連携な

ども経験できます。 

学会認定施設 

(内科系) 

日本内科学会認定教育病院 

日本消化器病学会専門医制度認定施設 

日本消化器内視鏡学会認定指導施設 

日本肝臓学会認定施設 

日本循環器学会認定循環器専門医研修施設 

日本不整脈学会専門医研修施設 

日本呼吸器学会認定施設 

日本呼吸器内視鏡学会認定施設 

日本腎臓学会研修施設 

日本透析医学会認定医認定施設 

日本高血圧学会専門医制度認定施設 

日本糖尿病学会認定教育施設 

日本アレルギ－学会専門医教育施設 

日本リウマチ学会教育施設 

日本神経学会専門医教育施設 

日本臨床腫瘍学会認定研修施設 

日本プライマリ・ケア学会認定医研修施設 

日本内科学会専門医制度研修施設 

日本感染症学会研修認定施設 

日本脳卒中学会認定研修教育病院 

心血管インターベンション学会研修施設 

植え込み型除細動器移植・交換術認定施設 

両室ペースメーカー移植術認定施設 

日本胆道学会指導施設  

経皮的僧帽弁接合不全修復システム認定施設 

日本甲状腺学会認定専門医施設 

日本緩和医療学会認定研修施設 

日本超音波医学会超音波専門医研修施設 

日本血液学会研修教育施設 

日本脳神経血管内治療学会研修施設 
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新・内科専門医制度 『内科研修カリキュラム』について 

概要 

•『内科研修カリキュラム』は「研修カリキュラム 2011」（現行版）をベ－スとするものの、5 年の研修を前提とした内科

専門医のカリキュラムとして見直した。なお，5 年の研修には初期臨床研修の 2 年間も含まれている。 

•『内科研修カリキュラム』は次の領域から構成されている。  

『総合内科Ⅰ(一般)』、『総合内科Ⅱ (高齢者)』、『総合内科Ⅲ(腫瘍)』、『消化器』、『循環器』、『内分泌』、『代

謝』、『腎臓』、『呼吸器』、『血液』、『神経』、『アレルギ－』、『膠原病および類縁疾患』、『感染症』、『救急』 

また現在、医療への高まる社会的要請や医学の進展、多様化などに伴い，今後もカリキュラムの領域や項目につい

ては定期的に見直しを行なう。各領域のカリキュラムは研修項目の一覧表と、その項目を説明する本文によって構成さ

れている。項目一覧表の各項目には達成度の指標となる到達レベルが A、B、C というグレ－ドとして設けられている．

なお、各項目の達成度をより明確にするため、到達レベルのグレ－ドは「知識」、「技術・技能」、「症例」として分類され

ている。 

 

【到達レベルについて】 

1) 知識に関する到達レベル 

 A： 病態の理解と合わせて十分に深く知っている。 

 B： 概念を理解し，意味を説明できる。 

2) 技術・技能に関する到達レベル 

 A： 複数回の経験を経て安全に実施できる、または判定できる。 

 B： 経験は少数例だが指導者の立ち会いのもとで安全に実施できる、または判定できる。 

 C： 経験はないが、自己学習で内容と判断根拠を理解できる。 

3) 症例に関する到達レベル 

 A： 主担当医として自ら経験した。 

 B： 間接的に経験している (実症例をチームとして経験した、または症例検討会を通して経験した)。 

 C： レクチャ－、セミナ－、学会が公認するセルフスタディやコンピュ－タシミュレ－ションで学習した。 

 

•研修カリキュラムは研修の根幹をなす内容であるが、実際の研修はこのカリキュラムをもとにした各施設 (施設群) にお

いて実施内科研修プログラムにて行われる。  

•このカリキュラムを単なる理想、目標とすることなく、実際の研修時に履修内容の確認や評価を専攻医、指導医が共

有して行えるよう研修手帳 (Web 版)を別途設ける。 
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新・内科専門医制度 『日本内科学会専攻医登録評価システム』および本冊子『専攻医登録評価シ

ステム（J-OSLER）』について 

1)『J-OSLER』 概要 

 新・内科専門医制度 (以下，内科専門医制度)において，この制度に参加する各プログラム (施設群)は，内科

専攻医が内科研修カリキュラムの内容を修得できることを目指し、プログラム作成を行なう。 

 日本内科学会では、プログラムの研修状況を可視化して評価できるよう、初めての試みとして『専攻医登録評価シス

テム (以下、J-OSLER)』を開発した。専攻医は全国のいずれかの内科研修プログラムに登録後、その研修内容 (主

に症例経験）を Web 上の専攻医登録評価システムへ簡潔に登録し、指導医がそれを確認・評価する。この

J-OSLER を用いることにより、専攻医、指導医、施設群におけるプログラム管理委員会、日本専門医機構内科領域

研修委員会がそれぞれの立場で管理画面を確認することによって、プログラムの進捗状況を確認することができる。このこ

とによって、プログラム内での研修状況を確認・評価することにとどまらず、全国的な研修状況を把握することも可能となり、

プログラム達成に向けて支援や奨励に活かすことも期待できる。 

 このたび用意された，『研修カリキュラム』の内容の全てを高い次元で達成することは困難である。しかし、J-OSLER を

活用することにより、特に必須とされる症例経験数と領域の受持バランスを可視化することができる。そのことによって、内

科専門医の受験資格は、やや高い次元での到達度を受験資格として想定しているが、専攻医全体の研修状況を確

認しながら、弾力的な運用を考慮することも併せて申し上げておく。 

 登録内容：病院名および診療科名、受持期間、患者 ID、受持時患者年齢、診断名、プロブレム、考察など。 

ひとつの症例につき、この登録内容を記載し、その症例の受け持ちの確認と簡易的な評価を Web 上で指導医に行

なってもらう。 

 登録数は研修期間において 200 以上を目標とする (但し修了要件は 160 以上)。 

 なお、専攻医として登録開始する前の症例経験については、研修内容の質が担保されている場合に限り、遡及して登

録することを認める (初期研修中の貴重な症例経験などを想定)。 

2) 症例経験の分野について (J-OSLER について) 

専攻医が研修し，登録する症例の分野は以下の領域に大別される． 

「総合内科Ⅰ (一般)」、「総合内科Ⅱ (高齢者)」、「総合内科Ⅲ (腫瘍)」、「消化器」、「循環器」、「内分泌」、

「代謝」、「腎臓」、「呼吸器」、「血液」、「神経」、「アレルギ－」、「膠原病および類縁疾患」、「感染症」、「救急」、 

 これらの領域に履修順序はないが、それぞれの領域で示されている疾患群の症例を受け持つことが重要となってくる。 

 疾患群とは何か (本冊子参照) 

 研修カリキュラムに記載されている疾患項目は大項目、中項目、小項目としてとりまとめられて記載されている。

『J-OSLER』では，これら研修カリキュラムの疾患項目の中項目や小項目をやや大きな固まりとして取りまとめている。 

 疾患群の数はそれぞれの領域によって異なるが、各領域の研修を偏りなく経験することを期待して、次のように構成さ

れている。 

 なお、内科専攻医としての登録→経験症例の登録→指導医の評価→基準達成に伴う病歴要約の提出→病歴要

約査読は全て一貫した J-OSLER をもって行なう。 

【各領域の疾患群の数】 

「消化器」9、「循環器」10、「内分泌」4、「代謝」5、「腎臓」7、「呼吸器」8、「血液」3、「神経」9、「アレルギ－」2、

「膠原病および類縁疾患」2、「感染症」4、「救急」4 疾患群の数の合計＝ 67+3「総合内科Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」 

「総合内科Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」は特定の臓器別領域を指すものではない。 

内科専攻医には，これら 67+3 に大別された疾患群の症例を主担当医として疾患群ごとに最低一つは経験すること

が求められる。 

3) 求められる症例経験 (登録する症例)について 
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各疾患に振り分けられた「到達レベル」は、経験の内容が下記のように区別される。 

A：主担当医として自ら経験した。 

B：間接的に経験している (実症例をチ－ムとして経験した、または症例検討会を通して経験した)。 

C：レクチャ－、セミナ－、学会が公認するセルフスタディやコンピュ－タシミュレ－ションで学習した。 

 

 67+3 に大別された疾患群には、主治医としての経験が求められる到達レベル A グレ－ドの症例が必ず含まれてお

り、そのことからも内科専門医として 67+3 の疾患群、それぞれにおいて最低 1 つ以上の症例経験を求める (症例

経験のバランスを考慮する)。 

 中にはたまたま主治医としての受け持ちが期待される到達レベル A グレ－ドの症例経験がなく、同じ疾患群の希少

疾患 (C グレ－ド)を受け持つことがあると思われる。この場合は、その稀少疾患を受け持ったことによりその疾患群の症

例経験を満たしたと見なす。 

4) 指導医による評価 

専攻医が登録した症例経験について、指導医がその内容を確認する。指導医とは専攻医の研修にあたっている直接

の担当指導医を想定している。しかし研修プログラムや施設の規模によっては、指導医を統括するプログラム責任者が担

当指導医を兼務することも想定される。 

 指導医は専攻医が登録したその症例を専攻医登録評価システム (J-OSLER) (指導医画面)から内容を確認し、

将来病歴要約の提出候補症例として作成できる十分な研修を積んでいると判断できる場合、これを評価する 評価は

指導医への負担軽減を考慮し、あくまで簡易的なものとする)。 

5) 内科専門医の受験資格 (病歴要約提出への流れ) 

J-OSLER を用いて、内科研修の経時的評価 (プロセス評価)を行なうが、専攻医が次の全ての基準を 

満たしたときに、病歴要約の提出 (オンライン提出)を認め，提出された病歴要約の査読 (オンライン査読)を日本内

科学会病歴要約評価ボ－ド (仮称)が直接行なう。 

  

【病歴要約提出に関する基準】(内科専門医プログラム整備基準 別表参照) 

1. 専攻医研修 (後期研修)から満 2 年の内科研修期間が経過している。 

2. 120 症例以上を主担当医として受け持っており、J-OSLER への登録と評価が完了している。 

※専攻医の修了要件は 160 症例以上となっている。 

3. 症例は内科各領域を偏りなく受け持つことが期待されるため、内科専門医プログラム整備基準の項目  に定められ

た 45 疾患群 (専攻研修 2 年)の登録と評価が完了している。 

※専攻医の修了要件は 56 疾患群以上となっている。 
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令和 6 年度 大阪急性期・総合医療センタ－ 

内科専門研修指導医名簿 (令和 6 年 4 月現在） 

所属 役職 氏名 総合内科専門医 研修委員会委員 

総合内科 主任部長 大場 雄一郎 ● ● 

 副部長 大池 実衣子 ●  

 医長 牛塲 彩 ●  

呼吸器内科 主任部長 上野 清伸 ● ● 

 医長 矢賀 元 ●  

 診療主任 田中 智 ●  

消化器内科 主任部長 藥師神 崇行 ● ● 

 部長 井上 拓也   

  副部長 山井 琢陽 ●  

  副部長 俵 誠一 ●  

 副部長 川井 翔一朗 ●  

  医長 清水 健史   

 診療主任 清田 良介   

心臓内科 副院長 山田 貴久 ● ● 

  主任部長 浅井 光俊 ● ● 

  部長(JMECC director) 森田 孝 ● ● 

  副部長 川崎 真佐登 ●  

  副部長 菊池 篤志   

 医長 近藤  匠巳 ●  

  医長 河合 努   

 診療主任 瀬尾 昌裕       

 診療主任 中村 淳   

糖尿病内分泌内科 主任部長 畑﨑 聖弘  ● 

  医長 藤田 洋平 ●  

 診療主任 畑 雅久   

腎臓・高血圧内科 副院長兼医務局長 林 晃正 ● ● 

  主任部長 上田 仁康   ● 

 医長 橋本 展洋 ●  

脳神経内科 主任部長 坂口 学 ● ● 

  副部長 星 拓 ●  

  副部長 隅蔵 大幸 ●  

  医長 東田 京子   

 医長 清水 幹人 ●  

 医長 深阪 勲 ●  

 診療主任 島田 勇毅   

免疫リウマチ科 主任部長 藤原 弘士 ● ● 

 副部長 細川 貴司 ●  

 診療主任 行木 紳一郎 ●  
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血液・腫瘍内科 主任部長 石河 純 ● ● 

 副部長 松浦 愛 ●  

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

46 

 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 

 

大阪急性期・総合医療センタ－専攻医臨床研修委員会 

委員等 氏 名 所  属 役  職  名 職 業 

委員長 林 晃正 病院/医務局 副院長兼医務局長 医師 

副委員長 山田 貴久 病院 副院長 医師 

委 員 上野  清伸 呼吸器内科 主任部長 医師 

委 員 畑﨑 聖弘 糖尿病内分泌内科 主任部長 医師 

委 員 藤原  弘士 免疫リウマチ科 主任部長 医師 

委 員 浅井 光俊 心臓内科 主任部長 医師 

委 員 大場 雄一郎 総合内科 主任部長 医師 

委 員 石河 純 血液・腫瘍内科 主任部長 医師 

委 員 上田 仁康 腎臓・高血圧内科 主任部長 医師 

委 員 藥師神 崇行 消化器内科 主任部長 医師 

委 員 坂口 学 脳神経内科 主任部長 医師 

委 員 森田 孝 情報企画室 室長 (JMECC director)  医師 

委 員 野田 智恵子 臨床検査科 技師長 臨床検査技師 

委 員 尾﨑 尚美 看護部 副看護部長 看護師 

委 員 早川 恵里佳 事務局       サブリーダー 一般行政 
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      地方独立行政法人大阪府立病院機構 

大阪急性期・総合医療センタ－内科専門医プログラム管理委員会 

委員等 氏 名 所  属 役  職  名 職 業 

委員長 林 晃正 病院/医務局 副院長兼医務局長 医師 

副委員長 山田 貴久 病院 副院長 医師 

委 員 上野  清伸 呼吸器内科 主任部長 医師 

委 員 畑﨑 聖弘 糖尿病内分泌内科 主任部長 医師 

委 員 藤原  弘士 免疫リウマチ科 主任部長 医師 

委 員 浅井 光俊 心臓内科 主任部長 医師 

委 員 石河 純 血液・腫瘍内科 主任部長 医師 

委 員 上田 仁康 腎臓・高血圧内科 主任部長 医師 

委 員 大場 雄一郎 総合内科 主任部長 医師 

委 員 坂口 学 脳神経内科 主任部長 医師 

委 員 藥師神 崇行 消化器内科 主任部長 医師 

委 員 森田  孝 情報企画室 室長 (JMECC director)  医師 

委 員 野田 智恵子 臨床検査科 技師長 臨床検査技師 

委 員 尾﨑 尚美 看護部 副看護部長 看護師 

委 員 早川 恵里佳 事務局 サブリーダー 一般行政 

委 員 保仙 直毅 連携施設研修実施責任者 大阪大学医学部附属病院 医師 

委 員 鷹野 譲 連携施設研修実施責任者 市立東大阪医療センタ－ 医師 

委 員 榊原 充 連携施設研修実施責任者 八尾市立病院 医師 

委 員 杉浦 寿央 連携施設研修実施責任者 大手前病院 医師 

委 員 石川 淳 連携施設研修実施責任者 大阪国際がんセンタ－ 医師 

委 員 髙橋 務 連携施設研修実施責任者 星ヶ丘医療センタ－ 医師 

委 員 江角 章 連携施設研修実施責任者 大阪はびきの医療センタ－ 医師 

委 員 松本 智成 連携施設研修実施責任者 大阪府結核予防会大阪病院 医師 

委 員 小杉 智 連携施設研修実施責任者 市立豊中病院 医師 

委 員 金子 晃 連携施設研修実施責任者 JCHO 大阪病院 医師 

委 員 比嘉 慎二 連携施設研修実施責任者 第二大阪警察病院 医師 

委 員 大島 至郎 連携施設研修実施責任者 大阪南医療センタ－ 医師 

委 員 烏野 隆博 連携施設研修実施責任者 りんくう総合医療センター 医師 

委 員 和泉 雅章 連携施設研修実施責任者 関西労災病院 医師 

委 員 楢原 啓之 連携施設研修実施責任者 兵庫県立西宮病院 医師 

委 員 松田 守弘 連携施設研修実施責任者 川崎病院 医師 

委 員 上道 知之 連携施設研修実施責任者 近畿中央病院 医師 

委 員 村山 洋子 連携施設研修実施責任者 市立伊丹病院 医師 

委 員 赤井 靖宏 連携施設研修実施責任者 奈良県立医科大学附属病院 医師 

委 員 金藤 公人 連携施設研修実施責任者 北斗病院 医師 

委 員 飯島 英樹 連携施設研修実施責任者 大阪警察病院 医師 
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委員等 氏 名 所  属 役  職  名 職 業 

委 員 滝本 宜之 連携施設研修実施責任者 近畿中央呼吸器センター 医師 

委 員 松村 剛 連携施設研修実施責任者 大阪刀根山医療センター 医師 

委 員  柴山 浩彦 連携施設研修実施責任者 国立病院機構大阪医療センター 医師 

委 員 小川 弘之 連携施設研修実施責任者 西宮市立中央病院 医師 

委 員  前田 光一 連携施設研修実施責任者 奈良県総合医療センター 医師  


